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国土利用計画法に基づく事後届出制の周知徹底等について 

 

国土利用計画法（昭和４９年法律第９２号。以下「法」という。）第２３条において、一定

面積以上の土地について土地売買等の契約を締結した場合には、権利取得者は、契約締結後２

週間以内に、市町村の長を経由して都道府県知事又は指定都市の長に対し利用目的、取引価格

等を届け出なければならないこととされています。（以下「事後届出制」という。） 

事後届出制は、適正かつ合理的な土地利用の確保を図り、かつ、土地の投機的取引及び地価

の高騰が国民生活に及ぼす弊害を除去するために必要な制度であり、権利取得者の手続負担の

軽減と土地取引の円滑化を勘案し、必要最小限の措置となっています。 

しかしながら、一部の宅地建物取引業者の中には、届出が必要な土地取引について届出がな

されていない者が散見されるなど、本制度の趣旨が必ずしも徹底されていない場合が見受けら

れます。このような無届の取引により法第４７条第１号の罰則規定が適用された場合には、宅

地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第６５条第１項第３号又は第３項に基づく国土

交通大臣又は都道府県知事による指示、同条第２項第１号の２又は第４項第１号に基づく国土

交通大臣又は都道府県知事による業務の停止の対象となり得ます。 

つきましては、本制度の趣旨を御理解の上、貴団体加盟業者に対して、業務に際しての法令

の遵守や事後届出制の周知について、徹底いただきますようお願いします。 

また、本制度は、宅地建物取引業法第３５条第１項第２号に規定するその他の法令に基づく

制限として、宅地建物取引業者が自ら土地を売却する場合の売主業者として又は土地取引の媒

介を行う場合の媒介業者として説明が義務付けられている重要事項に該当する制度であるこ

とについても、併せて周知徹底いただきますようお願いします。 


